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貸　　借　　対　　照　　表
２０２１年　３月３１日

（単位：円）

本  年  度  末

32,464,828,991

6,368,065,9776,111,606,664

1,827,352,252

7,975,536,203

325,147,719

10,052,557

2,283,746,980

246,329,473

59,479,448,097

899,230,197

1,425,000,000

0

60,000

9,403,056,520

715,252,996

1,053,750

13,093,955

203,706,0631,028,391,178

467,486,000

0

102,690

1,053,750

1,628,810,963

0

281,696,650

1,981,382

402,416,380

11,031,867,483

0

102,690

車 輛

維持会施設拡充引当特定資産

154,740,702,666

109,051,397,265

0

118,303,350

増          減

79,207,885

1,426,322,198

488,367,924

761,192,467

51,061,529

246,221,784

256,459,313

0

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

第３号基本金引当特定資産

科　　　　　　　　　　　目

162,374,133

その他の固定資産

4,376,805,095

1,989,726,385

7,729,314,419

退 職 給 与 引 当 特 定 資 産

34,939,134,568

26,160,000,000

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産

将 来 事 業 引 当 特 定 資 産 4,156,000,000 3,756,000,000 400,000,000

154,819,910,551

110,477,719,463

前  年  度  末

構 築 物

教 育 研 究 用 機 器 備 品

管 理 用 機 器 備 品

図 書

34,657,437,918

土 地

建 物 58,718,255,630

31,976,461,067

26,160,000,000

4,495,108,445

376,209,248

12,033,939

1,881,330,600

246,329,473

有 価 証 券

長 期 貸 付 金

保 証 金

収 益 事 業 元 入 金

824,685,115

特 定 資 産

147,090

18,204,499,435

324,749,471

借 地 権

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権 0

13,093,955

3,015,392,820

6,496,200,000

84,880

3,015,392,820

5,071,200,000

10,000,000 10,000,000出 資 金

現 金 預 金

未 収 入 金

3,787,396,662

319,112,898

22,966,923,974

21,724,326,329

173,999,437,863

前 払 費 用

24,254,550

177,786,834,525

仮 払 金

5,636,573

流 動 資 産

467,546,000

預 託 金 62,210

3,708,188,777

10,021,255

3,519,826,894

183,977,201

14,233,295

19,258,735,197

資 産 の 部 合 計
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１．重要な会計方針

17,555,720,565

本  年  度  末

1,649,680,000

固 定 負 債

26,160,000,000

156,392,330,669

26,160,000,000

150,580,481,214

179,337,481,214

32,976,000

流 動 負 債

6,426,692,840

7,405,992 18,996,120

4,495,108,445

前 受 金

環 境 対 策 引 当 金

基 本 金

15,776,147,087

退 職 給 与 引 当 金

科　　　　　　　　　　　目

4,376,805,095

11,358,960,000長 期 借 入 金

（２）その他の重要な会計方針

　預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　徴収不能引当金

　　　 財団に対する掛金の累積額と交付金の累積額との繰入調整額を加減した金額を計上している。

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

118,303,350

　　…「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」によって処理することが

2,450,085,85132,846,626,506

32,846,626,506

3,361,763,604

　食堂その他教育活動に付随する活動に係る収支の表示方法

第 １ 号 基 本 金

預 り 金

増          減前  年  度  末

13,008,640,000

1,779,573,478

長 期 未 払 金

短 期 借 入 金

負　　債　　の　　部

32,976,000

1,649,680,000

425,633,058

前  年  度  末

550,890,464

185,321,300

27,934,216,213

0

11,590,128

増          減

5,811,849,455

9,952,862,590

1,649,680,000

185,149,330,669

本  年  度  末

5,811,849,455

747,744,190

5,875,802,376

562,422,890

科　　　　　　　　　　　目

12,158,069,126

未 払 金 3,333,952,096 1,468,994,772

2,205,206,536

0

1,864,957,324

負 債 の 部 合 計 27,508,583,155

純  資  産  の  部 

177,786,834,525

2,450,085,851

　環境対策引当金

　　…補助活動に係る収支は総額で表示している。

0

　　…退職金の支給に備えるため、期末要支給額5,776,190,938円の100%を基にして、私立大学退職金

負債及び純資産の部合計

　退職給与引当金

149,852,618,312純 資 産 の 部 合 計 146,490,854,708

35,296,712,357

（１）引当金の計上基準

　　…金銭債権の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

繰越収支差額

173,999,437,863

注記

　　　 義務づけられているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、その処理費用見込額を計上している。

　有価証券の評価基準及び評価方法

　　…預り金および仮払金に係る収入と支出は相殺して表示している。

　　…有価証券の評価基準及び評価方法は移動平均法に基づく原価法である。

第 ４ 号 基 本 金

第 ３ 号 基 本 金

3,787,396,662

35,296,712,357

2,597,000,000 02,597,000,000



２．重要な会計方針の変更等

３．

４． （長期貸付金 円）

（未収入金 円）

５．

６．

７．

第４号基本金に相当する資金を有しており、該当しない。

８．

－

合　　　　　計

16,746,170,360

13,383,462,898 13,409,984,907

有価証券合計

　その他

－ －

26,522,009

担保に供されている資産の種類及び額

時　　　　　価 差　　　　　額

8,195,535,659 8,370,231,492 174,695,833

5,187,927,239

土 地 15,575,202,048

5,039,753,415 △ 148,173,824

　時価が貸借対照表計上額を超えるもの

　時価が貸借対照表計上額を超えないもの

翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額

14,253,476,510

13,383,462,898

（１）有価証券の時価情報

－

30,129,633,258

 円

なし

徴収不能引当金の合計額 43,706,313  円

42,000,000

担保に供されている資産の種類及び額は、次のとおりである。

建 物 14,445,509,564  円

60,153,940,011

26,522,009

時価のない有価証券

当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

貸借対照表計上額

有価証券合計 30,129,633,258

13,409,984,907

　債券

　株式

差　　　　　額

2,657,767,337

 円

その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　貸付信託

－

合　　　　　計

時価のない有価証券

16,746,170,360

減価償却額の累計額の合計額  円

1,706,313

〈総括表〉

（単位：円）

当年度（２０２１年３月３１日）

〈明細表〉

（単位：円）

種　　　　類
当年度（２０２１年３月３１日）

貸借対照表計上額

－ －

－

　投資信託

10,683,462,898 10,752,217,570 68,754,672

△ 42,232,6632,700,000,000

－

時　　　　　価



① 名称

東京理科大学ホールディングス株式会社

② 事業内容

ⅰ．不動産事業

ⅱ．ベンチャー支援事業

ⅲ．食堂事業

ⅳ．教育事業

ⅴ．地方創生事業

ⅵ．大学グッズ企画

ⅶ．保険代理店

③ 円

④

円 株

円 株

円 株

⑤

名称 株式会社ＴＵＳダイニング

資本金 30,000,000円

主な事業内容

議決権の所有割合 100％

名称 東京理科大学インベストメント・マネジメント株式会社

資本金 100,000,000円

主な事業内容

議決権の所有割合 100％

名称 東京理科大学アカデミックパートナーズ株式会社

資本金 10,000,000円

主な事業内容

議決権の所有割合 100％

(注1)東京理科大学ホールディングス株式会社は、2019年10月1日付で単独株式移転の方式により、東京理科大学

　　　インベストメント・マネジメント株式会社の完全親会社として設立されました。

　　当学校法人の出資割合が総出資額の２分の１以上である会社の状況は次のとおりである。

資本金の額 10,000,000

次の事業を営む会社及びこれに相当する事業を営む会社の株式を所有することにより、当該会社の

事業活動を支配・管理する事業

学校法人の出資金額等及び当該会社の総株式等に占める割合並びに当該株式の入手日

（２）学校法人の出資による会社に係る事項

大学関連事業（保険代理店、賃貸物件紹介、学生寮管理、大学グッズ販売、
有料職業紹介事業、労働者派遣事業等）

50,960 100%

東京理科大学ホールディングス株式会社の子会社の状況

学生食堂、コンビニエンスストアの経営等

不動産事業、ベンチャー支援事業等

10,000２０２０年１２月１０日 1,000,000,000

２０１９年１０月　１日 4,071,100,000 40,960

　　　　合　　　計 5,071,100,000

（注1）



⑥

にその他の取引の額

（単位：円）

⑦

当該会社の子会社の銀行借入について9,495,424,000円の債務保証を行っている。

　　

6,088,097291,000

出向料（雑収入） 3,000,000 11,400,000

当期中に学校法人が当該会社等（当該会社及び子会社）から受け入れた配当及び寄附の金額並び

当該会社の子会社

期首残高 資金支出等

当該会社への出資金 4,071,100,000 0 5,071,100,000

配当金 50,960,000 0

8,991,965

当該会社等への支払額 委託手数料他

0

104,500,000

資金収入等 期末残高

(注1)

当該会社

(注1)収益事業における取引額である。

92,231,698

当該会社等からの受入額

1,000,000,000

施設設備利用料他

上記のほか、当該会社の子会社に対し土地の無償貸与を行っている。

当該会社の子会社への未払金 9,133,793 9,133,793 19,260,266 19,260,266

106,219 196,436 106,219 196,436当該会社の子会社からの未収入金

328,618(注1) 154,050(注1) 328,618(注1) 154,050(注1)

(注1)収益事業における取引額である。

当該会社等（当該会社及び子会社）の債務に係る保証債務

（３）偶発債務

   教職員の住宅資金借入に係る債務保証 61,666,966  円

当該会社の子会社からの前受金 464,200(注1) 464,200(注1) 464,200(注1) (注1) 464,200

（５）後発事象

   　　なし

（４）関連当事者との取引

　　　　関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。 （単位：円）

役員の
兼任等

事業上
の関係

理事長 本山　和夫 － － － － －

借入金

の被保
証

被保証債務
（注１）

－ － 1,111,040,000

追加出資

（注２）
400,000,000 － -

分配金の受
取（注２）

223,437,418 － -

関係法
人

TUSIC投資

事業有限責
任組合

東京都新宿
区

2,550,340,000
ベンチャー
企業支援

－ － 出資
追加出資
（注２）

225,000,000 － -

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）当学校法人は日本私立学校振興・共済事業団からの借入に対して債務保証を受けている。なお保証料の支払は行っていない。

（注２）投資事業有限責任組合契約に基づいている。

関係法
人

TUS キャピタ
ル１号投資事
業有限責任

組合

東京都品川
区

2,205,555,000
ベンチャー
企業支援

出資－ －

関係内容
取引の内容 取引金額 勘定科目 期末残高

議決権の
所有割合

属性
役員、法人
等の名称

住所
資本金又は

出資金
事業内容
又は職業


